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作成基準⽇︓2025年3⽉31⽇
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分配⾦再投資基準価額
基準価額
ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ

基 準 価 額 22,023円
純 資 産 総 額 515(百万円)
組 ⼊ 銘 柄 数 71銘柄

・ ベンチマークはTOPIX（東証株価指数、配当込み）です。
・ 分配⾦再投資基準価額は税引前分配⾦を再投資したものとして計算しています。
・ 設定⽇前⽇を10,000として指数化。

・ 運⽤状況によっては分配⾦が⽀払われない
場合があります。

■設定来の基準価額とベンチマークの推移 ■分配実績（1万⼝当たり、税引前）

■基準価額（税引前分配⾦再投資）とベンチマークの騰落率

■組⼊状況

■組⼊上位業種・ 騰落率は実際の投資家利回りとは異なります。
・ 税引前分配⾦を再投資した基準価額の騰落率です。基準価額は信託報酬控除後の価額です。

信託報酬率については上記「信託報酬」欄をご参照ください。
・ 設定来騰落率は設定⽇前⽇との⽐較です。

■東証プライム株式組⼊上位銘柄

■対ベンチマーク オーバーウェイト業種

■対ベンチマーク アンダーウェイト業種■東証プライム以外の株式上位銘柄

業種名 投資⽐率
1 電気機器 16.61% 
2 情報･通信業 10.79% 
3 銀⾏業 10.39% 
4 化学 9.42% 
5 輸送⽤機器 8.04% 

業種名 ファンド ベンチマーク
1 化学 9.42% 4.90%
2 保険業 7.38% 3.52%
3 情報・通信業 10.79% 7.58%
4 建設業 4.71% 2.20%
5 その他⾦融業 3.12% 1.14%

業種名 ファンド ベンチマーク
1 ⾷料品 0.00% 3.11%
2 卸売業 3.90% 6.73%
3 医薬品 2.02% 4.23%
4 精密機器 0.00% 2.19%
5 陸運業 0.63% 2.41%

組⼊対象 投資⽐率
株式 98.30% 
東証プライム 96.80% 
東証スタンダード 1.49% 
東証グロース - 
地⽅単独 - 
その他 - 

株式先物 0.55% 
キャッシュ等 1.16% 

計 100.00% 

※ ベビーファンドベース。投資⽐率は、マザーファンドの投資⽐率と当ファンドが保有するマザーファンド⽐率より算出しております。

投 資 対 象 シュローダー⽇本株式マザーファンド受益証券を主要投資対象とします。
設 定 ⽇ 1998年12⽉1⽇
信 託 期 間 無期限
決 算 ⽇ 毎年1回（原則として11⽉20⽇。当該⽇が休業⽇の場合は翌営業⽇。）
信 託 報 酬 ファンドの⽇々の純資産総額に対して年率1.65％（税抜1.50％）

1ヵ⽉ 3ヵ⽉ 1年 3年 設定来
ファンド 0.92% -4.70% -1.20% 29.81% 147.98%

ベンチマーク 0.22% -3.44% -1.55% 47.24% 274.22%

銘柄名 業種名 投資⽐率 ﾍﾞﾝﾁﾏｰｸ内の⽐率
1 ソニーグループ 電気機器 5.87% 3.43%
2 三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 銀⾏業 5.54% 3.36%
3 スズキ 輸送⽤機器 3.74% 0.39%
4 三菱電機 電気機器 3.26% 0.74%
5 伊藤忠商事 卸売業 3.23% 1.30%
6 住友不動産 不動産業 3.04% 0.24%
7 豊⽥⾃動織機 輸送⽤機器 2.97% 0.29%
8 オリックス その他⾦融業 2.93% 0.46%
9 東京海上ホールディングス 保険業 2.88% 1.46%
10 三井住友トラストグループ 銀⾏業 2.78% 0.34%

銘柄名 業種名 投資⽐率
1 ハーモニック・ドライブ・システムズ 機械 0.54%
2 セプテーニ・ホールディングス ｻｰﾋﾞｽ業 0.48%
3 ⽇本電⼦材料 電気機器 0.47%
4 - - -
5 - - -

決算期 分配⾦
第22期(2020年11月20日) 0円
第23期(2021年11月22日) 0円
第24期(2022年11月21日) 0円
第25期(2023年11月20日) 0円
第26期(2024年11月20日) 0円

設定来累計 1,600円

基準価額および純資産総額︓ベビーファンドベース
組⼊銘柄数︓マザーファンドベース

シュローダー⽇本株式オープン

マンスリーレポート
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■⽉次コメント

【市場概況】
3⽉はトランプ⽶⼤統領による関税引き上げの警戒感に加え、⽶国の景気後退リスクも意識されたことから⽉末にかけ
て⼤幅下落となる値動きの激しい展開となりました。⽉の前半は、⽶国の関税政策への過度な警戒感がやや後退した
こともあり、底堅い動きとなりました。また、ウクライナが30⽇間の暫定停戦案を受け⼊れたと報じられたことで、地政学リ
スクが後退したことも相場の⽀援材料となりました。後半に⼊ると、円安の動きもあり⼀旦上昇する動きとなりましたが、
26⽇（現地時間）にトランプ⽶⼤統領が25%の⾃動⾞関税を正式に決定したことから、その後は関税強化の影響
を懸念して軟調な推移となりました。加えて、28⽇（現地時間）に発表された2⽉の⽶個⼈消費⽀出では名⽬個⼈
消費⽀出が市場予想を下回り、⽶国景気に対する先⾏き懸念が強まったことで、⽉末の年度最終⽇にはTOPIXは
3%を超える⼤幅下落となって引けました。結局、⽉間ではTOPIX（配当込み）は+0.2%の⼩幅上昇となりました。
東証33業種別騰落率ですが、上位5業種については鉱業がトップ、保険、不動産、銀⾏、卸売が続きました。⼀⽅、
下位5業種はその他製品がトップ、続いてサービス、証券・商品先物取引、⾮鉄⾦属、海運となりました。今⽉は⼩型
株が⼤型株をアウトパフォームしました。

【市場⾒通し】
⽇本企業の業績に関してですが、10-12⽉期の決算は円安効果もあり営業増益での着地となり、FY24年度の企業
業績については、4期連続で過去最⾼益を更新したものと⾒られます。加えて、⽐較的堅調な内需を背景に、FY25
年度も増益の維持は可能と⾒ています。⼀⽅、マクロ⾯では、トランプ政権の経済政策の影響が焦点となり、引き続き
ボラティリティの⾼い相場展開を予想します。
⽇本企業は、2024年度において前年のペースを⼤幅に上回る⾃社株取得枠を発表しており、株主還元を積極化さ
せています。東証は資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応を求めており、持合い株の解消や株主還元
の改善などガバナンス改⾰は中期的に進展すると判断できることから、⽇本株固有の⽀援材料になると⾒ています。

【今後の運⽤⽅針】
今後とも「グロース・アット・リーズナブル・プライス」（中⻑期的な成⻑性に対して割安な株に投資する）の運⽤スタイル
に合う銘柄をボトムアップ・アプローチで選別し、中⻑期の視点で投資する⽅針です。
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■投資リスク
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お申込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、
ご⾃⾝でご判断ください。
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※お申込みの際は、投資信託説明書（交付⽬論⾒書）をご確認ください。
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委託会社︓シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社 [設定・運⽤等]
⾦融商品取引業者関東財務局⻑（⾦商）第90号
加⼊協会／⼀般社団法⼈投資信託協会、⼀般社団法⼈⽇本投資顧問業協会、

⼀般社団法⼈第⼆種⾦融商品取引業協会

受託会社︓三井住友信託銀⾏株式会社［信託財産の管理等］

販売会社︓販売会社については、下記ご参照（五⼗⾳順）。 ［募集の取扱い等］

株式会社イオン銀⾏(委託⾦融商品取引業者:
マネックス証券株式会社) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第633号 ○

株式会社SBI証券 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第44号 ○ ○ ○
株式会社SBI新⽣銀⾏(委託⾦融商品取引業者:
株式会社SBI証券、マネックス証券株式会社) 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第10号 ○ ○

株式会社 荘内銀⾏ 登録⾦融機関 東北財務局⻑（登⾦）第6号 ○

株式会社 筑波銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第44号 ○

株式会社 東京スター銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第579号 ○ ○

株式会社 ⼋⼗⼆銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第49号 ○ ○

株式会社 広島銀⾏ 登録⾦融機関 中国財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○

松井証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第164号 ○ ○

マネックス証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第165号 ○ ○ ○ ○

三井住友信託銀⾏株式会社 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第649号 ○ ○ ○
三菱UFJ eスマート証券株式会社
※右の他に⼀般社団法⼈⽇本STO協会にも加⼊ ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第61号 ○ ○ ○ ○

株式会社 三菱UFJ銀⾏ 登録⾦融機関 関東財務局⻑（登⾦）第5号 ○ ○ ○

三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第2336号 ○ ○ ○ ○

楽天証券株式会社 ⾦融商品取引業者 関東財務局⻑（⾦商）第195号 ○ ○ ○ ○

※上記の販売会社は今後変更となる場合があります。
※販売会社によって新規のご購⼊の取扱いを⾏っていない場合やお申込みの⽅法・条件等が異なります。詳しくは販売会社にお問い合わせください。

⼀般社団法⼈
第⼆種⾦融商品

取引業協会
⾦融商品取引業者等の名称 登録番号

⼀般社団法⼈
⽇本投資顧問業

協会

⼀般社団法⼈
⾦融先物

取引業協会
⽇本証券業協会

本資料に関するご留意事項
■本資料は、シュローダー・インベストメント・マネジメント株式会社（以下「弊社」といいます。）が設定した投資信託に関する商品説明資料であり、法令に基づく開
⽰書類ではありません。■投資信託は、⾦融機関の預貯⾦と異なり、元⾦および利息が保証されている商品ではありません。投資信託は、預⾦または保険契約では
なく、預⾦保険および保険契約者保護機構の保護の対象ではありません。投資信託は、銀⾏等登録⾦融機関でお申込みいただいた場合は、投資者保護基⾦の
⽀払対象ではありません。■本資料に⽰されている運⽤実績、データ等は過去のものであり、将来の投資成果等を⽰唆あるいは保証するものではありません。投資資
産および投資によりもたらされる収益の価値は上⽅にも下⽅にも変動し、投資元本を毀損する場合があります。また外貨建て資産の場合は、為替レートの変動により
投資価値が変動します。■本資料は、作成時点において弊社が信頼できると判断した情報に基づいて作成されておりますが、弊社はその内容の正確性あるいは完全
性について、これを保証するものではありません。■本資料中に記載されたシュローダーの⾒解は、策定時点で知りうる範囲内の妥当な前提に基づく所⾒や展望を⽰
すものであり、将来の動向や予測の実現を保証するものではありません。市場環境やその他の状況等によって将来予告なく変更する場合があります。■本資料中に
個別銘柄についての⾔及がある場合は例⽰を⽬的とするものであり、当該個別銘柄等の購⼊、売却などいかなる投資推奨を⽬的とするものではありません。また当該
銘柄の株価の上昇または下落等を⽰唆するものでもありません。■本資料中に含まれる第三者機関提供のデータは、データ提供者の同意なく再製、抽出、あるいは
使⽤することが禁じられている場合があります。第三者機関提供データはいかなる保証も提供いたしません。第三者提供データに関して、本資料の作成者あるいは提
供者はいかなる責任を負うものではありません。■お申し込みの際は、販売会社よりお渡しする「投資信託説明書（交付⽬論⾒書）」の内容を必ずご確認のうえ、
ご⾃⾝でご判断ください。
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■ファンドの関係法⼈
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